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気象・気候災害 
地球温暖化のもとでの災害リスク	

災害軽減と持続的社会の形成に向けた科学と社会の協働・協創, 2017.9.17	



1959年の伊勢湾台風を機に、1961年に災害対策基本法がで
き、国と地方自治体が一体となった防災体制が整備された。 

テレビ報道などにより、国民への周知が進み、気象災害に
よる死者数が激減した。 

一方で、この半世紀以上、強い台風が上陸していない。 
上陸時（直前）の中心気圧が低い台風： 
　室戸台風（1934年） 	 911.6	 hPa（室戸岬） 
　枕崎台風（1945年） 	 916.1	 hPa（枕崎） 
　伊勢湾台風（1959年） 	 929	 hPa（潮岬の西） 
　第二室戸台風（1961年）925	 hPa（室戸岬の西） 

近年、強い台風は日本に上陸していない	

台風の上陸：台風の中心が北海道・本州・四国・九州の海岸線に達した場合 
台風の通過：小さい島や半島を横切って短時間で再び海に出る場合 	



災害をもたらす顕著気象現象は 
毎年のように起こっている	
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平成２９年７月九州北部豪雨 
平成２７年９月関東・東北豪雨 
平成２６年８月豪雨 
平成２４年７月九州北部豪雨 
平成２３年７月新潟・福島豪雨 
平成２１年７月中国・九州北部豪雨 
平成２０年８月末豪雨	 

災害をもたらす顕著気象現象は 
毎年のように起こっている	



アメダスによる短時間強雨と大雨の変化	  

気象庁 (2017) 

1時間降水量80mm以上	

日降水量400mm以上	

ともに過去40年間に 
統計的に有意な増加傾向あり	



リスク = ハザード x 暴露 x 脆弱性	

気候に関連した影響のリスクは、人間及び自然システムの脆弱性や暴露と気候
に関連するハザード（危険な事象や傾向など）との相互作用の結果もたらされる。 

脆弱性、暴露、ハザードのそれぞれを小さくすることでリスクを減らすことができる。 



暴露を減らす	

曝露とは、悪影響を受ける可能性がある場所や環境の中に、人、生物、資源、イ
ンフラや、経済的、社会的、文化的資産が存在すること。 

具体的には、高潮・洪水や土砂崩れの影響を受けやすい土地に多くの人が住ん
でいるとか、干ばつの影響を受けやすい場所に農地があるいうこと。ハザードが
起こっても、その場所に、影響を受ける人・生物・資産などが存在しなければリス
クはない。 

暴露を減らす　→　土地利用規制、住民の安全な場所への移転  



危ないところ（暴露）はどこか？	

被災の可能性のある住民の自立的な防災行動が期待されている 

自治体は、各種ハザードマップを用意している 

住民としても各種ハザードマップを自ら確認し、災害に備えてお
くための行動が必要	



脆弱性を減らす	

脆弱性とは、危害に対する感受性や悪影響の受けやすさ、対処し適応する能力
の欠如のこと。 

たとえば、高潮が襲ってきた時に被害を受けるかどうかは、海岸をどう守ってい
るか、また、避難体制がどう準備され実行されるかに依存する。 

脆弱性を減らす　→　 早期警戒システムによる避難や回復力（レジリエンス）を
高める 

「逃げる」のが有効　→　そのための情報を手にいれる！ 



観測と数値予報モデル両面での科学技術の進展によって、
天気予報や台風の進路予報などの予測精度は年々向上して
いる 

一方で、台風強度（風速や最低気圧）の予測精度はあまり
向上していない 

予測精度の向上	

大
↑
誤
差
↓
小	

（気象庁資料）	



レーダーアメダス解析雨量 
12-15時, 2011年7月19日	

同時刻に対する気象庁メソ数値
予報モデル(MSM)の21時間予報	

集中豪雨の例　台風接近時の地形性降水	 

（平成23年7月台風６号）	 
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気象庁ホームページ＞知識・解説＞警報の危険度分布より	
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ハザードを減らす	

ハザードとは、人間の死亡、負傷、その他の健康影響、資産、インフラ、及び生
態系などに悪影響を及ぼし得る物理的現象のこと。地球温暖化のケースでは、
熱波、干ばつ、大雨による洪水、台風による強風や高潮といった現象を意味する。  

地球温暖化はハザードを大きくする 

地球温暖化の程度を抑える（温暖化対策） 
　→　ハザードが増える割合を抑える 



高温 
大雨、強雨 
高潮 

徐々に大きくなるハザード 

気候変動対策の失敗は 
地球規模リスクの起こりやすさ（likelihood） 
と影響度（impact）に直結 

温暖化により気候リスクが増加する	

災害外力と防災力（小松 2015 学術の動向）	

12月〜2月平均気温変化　　　　　　　　6月〜8月平均気温変化　　　　　　　 　5日間最大降水量変化	



複数の気候モデルによる世界平均地上気温変化予測	  

1986～2005年平均からの偏差。予測と不確実性の幅を低位安定化シナリオ（RCP2.6）と高位参照シナリオ（RCP8.5）を用
いた実験について示した。2005年以前の線と陰影は、歴史的に再構築した強制力を用いてモデルにより再現したもの。右側

の4つの棒は、2081〜2100年の平均値と不確実性の幅を4つのシナリオについて示した。 

21世紀半ば以降の世界平均地上気温の変化は、シナリオに
大きく依存する。	

縦棒は可能性が高い範囲：likely range （= 66%信頼区間） 
上図のゼロ線は産業革命前の値ではないことに注意	
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極端な降水	  

破壊的低気圧	  

海面水位上昇	

温暖化傾向	  

極端な気温	

温暖化傾向	  

極端な気温	  

乾燥傾向	  

アジアにおける主要なリスク	  

棒グラフは、現在、近い将来、長期的将来の３つの時間枠それぞれのリス
クの程度。斜線部分は適応によってリスクを減らせることを示す。 	



住民のニーズは何か 
　・予測精度の向上 
　・危険度を明確にした情報提供・呼びかけ 
　・受け手が理解できるわかりやすい情報・解説 
　・情報を受けて各自が行動判断できるための普及啓発・教育 

自分でレジリエンス（防災力）を高める 
どこで何が起こりうるのかを認識する 

ハードは応急手当、ソフトでの対応を 

人口減少　→　国土利用計画を修正するいい時期 
地球温暖化・地球環境問題を伝える場 

まとめ	

地域における気象防災業務のあり方（報告書）（平成２９年８月１０日）より	


